
別紙１
資源循環分野の脱炭素化促進事業
実施報告書

	事業名
	

	事業実施の団体名
	


	事業実施者


	代表事業者

	
	氏名
	所属部署
	役職

	
	
	
	

	
	電話番号
	FAX番号
	E-mail

	
	
	
	

	
	　　代表事業者の担当者（事業の窓口となる方）

	
	氏名
	所属部署
	役職

	
	
	
	

	
	電話番号
	FAX番号
	E-mail

	
	
	
	

	
	所在地

	
	

	

事業の実施内容


	（本事業で実施した内容を記載する）

	海外展開事業による環境負荷低減効果
	（３Rの推進、廃棄物の適正処理、温室効果ガス排出削減、その他の環境負荷低減効果を可能な限り定量的に記載する）


	事業の効果
（CO2を含む温室効果ガス削減効果）

	※　CO２を含む温室効果ガス削減量の算定に使用したファイル（計算ファイルなど）を添付する。
（事業の費用対効果　（円/ｔ－CO2eq））
・補助対象経費の総支出額ベース
・総事業費ベース
【ＣＯ２削減効果】
（１）事業による直接効果・・・ＣＯ２トン／年
＊ 【ＣＯ2 削減効果の算定根拠】により算定したＣＯ2 削減量を記入する。
【ＣＯ２削減効果の算定根拠】
別添のとおり
＊ 「別添のとおり」と記入し、原則として、「地球温暖化対策事業効果算定ガイドブック＜補助事業申請者用＞（令和６年４月環境省地球環境局）」（以下「ガイドブック」という。）において使用するエクセルファイル（「補助事業申請者向けハード対策事業計算ファイル」）により、事業の直接効果を算定した上で、同ファイルを添付する。
なお、エクセルファイル（「補助事業申請者向けハード対策事業計算ファイル」）において記載する各々の設定根拠・引用元に係る具体的資料を添付すること。
【ＣＯ２削減コスト・算定根拠】
＊ 【ＣＯ２削減効果】の「（１）事業による直接効果」に記入したＣＯ２削減量１トンを削減するために必要なコスト（円／ｔＣＯ２）について、イニシャルコスト（総事業費（単年度事業の場合は別紙２の総事業費、複数年度事業の場合は複数年全体の総事業費）÷法定耐用年数÷ＣＯ２削減量／年）及びランニングコスト（ランニングコスト（見込み）／年÷ＣＯ２削減量／年）の別に記入する。また、それらの算定根拠を記入する。

	海外展開事業による上記以外の社会的インパクト

	（環境負荷低減以外の社会的インパクトについて記載する）

	海外展開事業の事業性（採算性）

	（初期投資、ランニングコスト等の費用、廃棄物処理受託費や再生品・エネルギー売却収入等の
　収益を可能な限り定量化し、採算性の評価を記載する）


	海外展開事業に向けた課題
	（海外展開事業に向けた現在の課題を記載する）



	今後のスケジュール

	（時系列で時期と取組の内容を記載する）


	今後の資金計画等

	（今後の事業収支計画または資金調達計画を記入する）

	他の補助金との関係
	（今後の他の補助金等への応募状況等を記入する）


	注１　下記の資料を添付すること
1 実施計画書に添付した計画から変更がある場合、詳細資料
2 CO２を含む温室効果ガス削減量の計算ファイルや、その他具体的なデータの根拠、引用元の資料）　なお、排出係数は実態をふまえて適切なものを選択すること。
3 その他交付申請書に添付した書類に変更がある場合、変更後の書類
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